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２０１５年３月期 通期決算 ＜概略＞

 売上高： 2兆2,319億円、前年同期比 +1.7％増収
営業利益： 1,157億円、前年同期比 ▲3.8％減益
当期純利益： 685億円、前年同期比 ▲5.8％減益

 カラーMFP・PP販売、海外ITサービス事業が拡大したが、
日本の前年IT特需反動減、米国港湾スト影響、競争激化、
体制拡大費用増などの影響により、前年比減益

 期末配当金は17円（年間34円）の予定で変更なし

 FY16/03期見通し
売上高： 2兆4,000億円、前年同期比 +7.5％増収
営業利益： 1,400億円、前年同期比 +20.9％増益
当期純利益： 830億円、前年同期比 +21.1％増益
年間配当金： 35円/株、前年比 +1円増配

2015年3月期より、従来の米国会計基準（US-GAAP）に替えて国際会計基準（IFRS）を適用しております。
当資料においては、前年度の数値も一部IFRSベースに置き換えて表記しています。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
＜概要＞　2015年3月期 通期決算　概要��・FY15/03期実績�　売上高： 2兆2,319億円、前年同期比 +1.7％増収�　営業利益： 1,157億円、前年同期比 ▲3.8％減益�　当期純利益： 685億円、前年同期比 ▲5.8％減益

・カラーMFP・PP販売、海外ITサービス事業が拡大したが、�　日本の前年IT特需反動減、米国港湾スト影響、競争激化、�　体制拡大費用増などの影響により、前年比減益

・期末配当金は17円（年間34円）の予定で変更なし

・FY16/03期見通し�　売上高： 2兆4,000億円、前年同期比 +7.5％増収�　営業利益： 1,400億円、前年同期比 +20.9％増益�　当期純利益： 830億円、前年同期比 +21.1％増益�　年間配当金： 35円/株、前年比 +1円増配
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２０１５年３月期 ＜主要指標＞

売上高

営業利益

営業利益率

ＥＰＳ

ＲＯＥ

ＦＣＥＬ*

*FCEL（Free Cash flow Excluding Leasing asset）：リース資産を除くフリーキャッシュフロー

２兆２,３１９億円 ＋１.７％

前年比ＦＹ１５/０３実績

１,１５７億円

５.２％ ▲０.３ｐｔ

▲３.８％

９４.５８円 ▲５.８％

６.５％ ▲１.０ｐｔ

５１３億円 ▲３８８億円

配当金 ３４円/株 ＋１円

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・2015年3月期 主要指標の結果を報告��・売上高： 2兆2,319億円、前年比 +1.7％増収　→為替除く：▲2.3%�　3Q時見通し（2兆2,600億円）に対して ▲281億円�
・営業利益： 1,157億円、前年比 ▲+3.8％減益�　3Q時見通し（1400億円）に対して ▲242億円��・営業利益率： 5.2％　前年比 ▲0.3pt
・EPS： 94.58円、前年比 ▲5.8％減益
・ROE：　6.5％、前年比 ▲1.0pt�
・FCEL（ﾘｰｽ資産を除いたﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ）： 513億円�　期末にかけて利益創出、運転資産改善などで営業C/Fを改善��・通期配当金： 34円/株（期末17円）は変更なし�　上記の実質的なｷｬｯｼｭ創出を踏まえて見通しから変更なし�
・3Q時の見通しを大きく下回ることとなり、申し訳ない
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２０１５年３月期 通期決算 見通しとの差異

見通し営業利益 （３Ｑ決算時）

販売要因

数量要因

その他経費

価格要因

１,４００億円

為替影響

実績営業利益 １,１５７億円

構造改革効果 ＋３３

＋２１

研究開発費 ＋１３

製造原価低減 ▲１５

▲３７

▲１５６

▲２５８

▲１０２

（▲２４２）

内訳

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・営業利益における見通しとの差異を説明
・構造改革効果：　見通し+188億円 → 実績 +221億円（+33億円減益）�　前年実施の施策による効果が創出
・販売要因：　見通し +84億円 → 実績 ▲174億円（▲258億円減益）
　数量未達による未達分：▲102億円�　　－米国：港湾スト影響による販売台数大幅未達（MFP、PP）�　　－日本：高い年度末目標に届かず�　　－欧州：新製品切り換え前のLP販売減少
　価格要因による未達分：▲156億円�　　－日本：大型一括商談（ﾓﾉｸﾛMFP、LP）獲得による単価下落�　　－A4機増加による製品ミックス変化による影響�　　－予測を若干上回るﾉﾝﾊｰﾄﾞ単価下落�　　　　（MFP新製品による収益改善効果遅れ含む）
・製造原価低減：　見通し +50億円 → 実績 +35億円（▲15億円減益）�　　販売台数未達に伴い効果減
・研究開発費： 見通し ▲50億円 → 実績 ▲37億円（＋13億円増益）
・その他経費： 見通し ▲182億円 → 実績 ▲219億円（▲37億円減益）�　　新興国・サービス体制強化などで増加
・為替影響： 見通し +107億円 → 実績 +128億円（+21億円増益）
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基盤製品ハード・ノンハード推移

前年同期比伸び率推移

【ＭＦＰ・プリンタ・PP計】

（金額ベース、為替除く） 【参考：カラーＭＦＰ】

【参考：カットシートＰＰ】

0%

Q4 Q1

FY2015/03FY
13/03

Q1

FY2014/03

Q2 Q3 Q4 Q2 Q3 Q4

ハード

ノンハード

ノンハード

ハード

ハード

ノンハード

0%

0%

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・全社収益に大きな影響を及ぼす基盤事業（MFP、LP、PP）の�　ハード・ノンハード伸び率の推移を示す�
・ハード伸び率は、4Qもマイナスが続いた。
　－金額はマイナスだが、台数（未達）は2桁成長している�　　　年度末で獲得した大型一括商談の影響なども含んでの数字�　－米国港湾スト影響がなければプラスだった�　－ｶﾗｰMFPは依然として堅調な出荷が継続している�　－MFP、PPとも新製品が出揃い、販売活動は活発化している��・ノンハード伸び率は、マイナス幅が若干縮小した。
　－3Q時の想定よりは若干伸び率が低かった：▲2%→▲3%�　－MIFは拡大方向にあり、今後改善に向かう

・MIF拡大の中でも、戦略的に拡大を進めている「カラーMFP」�　「カットシートPP」はハード、ノンハード共に着実に積みあがっている
　→15年度のノンハードへのプラス影響が期待できる
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ＭＦＰシェア推移

【Ａ３ＭＦＰ】 【Ａ４ＭＦＰ】
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＜2013-2014投入の主な新製品＞ ＜2013-2014投入の主な新製品＞

MP C6002MP C8002 MP 3554 SP112SU MP C305SPSG 3120SF MP 401SPF

（リコー調べ） （リコー調べ）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・収益状最も重要なMFPのMIFは増加している�
・その例として、MFPシェアの状況を示す�
・A3MFP
　－過去３年市場が拡大する中でシェアを低下させてきた�　－CY13は、シェア2位に落ちた（CY12までは1位）�　－CY14は、販売台数を拡大し、シェアを1位に戻した�　－13年から投入している、カラー&モノクロ新MFPが貢献
�・A4MFP
　－この数年市場は大きく拡大している�　－リコーはラインアップを拡大し、着実にシェアを上げている
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ＲＯＥ要素分解

ＲＯＥ

6.5％

▲1.0pt

▲0.3pt

▲0.3pt

▲0.5

ＲＯＡ

2.6％

（前年比）

▲0.1

2.5

営業利益率

5.2％

総資産
回転率

0.84

財務
レバレッジ

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・続いて、ROEの実績について、要素ごとに振り返る�
・ROE：　見通し 8.0％ → 実績 6.5%　（前年比：▲1.0pt）
　－事業利益が見通しに届かなかったことが最大の未達要因
　－財務レバレッジはほぼ前年度並み�　　　資本政策として中計目標に沿った増配を実施

・ROA
　－営業利益未達と総資産回転率の悪化がROA減少要因
　－営業利益未達は先ほど説明した通り
　－総資産は、為替影響、リース資産増加などで増加する一方、�　　　販売未達により回転率が悪化
　－不要資産の見直しは適宜実施している�　　　今期は「三愛」の譲渡を決定



(C)2015 Ricoh Company, Ltd. All Rights Reserved 8April 28, 2015

２０１６年３月期見通し ＜主要指標＞

売上高

営業利益

営業利益率

ＥＰＳ

ＲＯＥ

ＦＣＥＬ*

*FCEL（Free Cash flow Excluding Leasing asset）：リース資産を除くフリーキャッシュフロー

２兆４,０００億円 ＋７.５％

前年比ＦＹ１６/０３見通し

１,４００億円

５.８％ ＋０.６ｐｔ

＋２０.９％

１１４．５０円 ＋２１.０％

８％以上

８００億円以上

配当金 ３５円/株 ＋１円

＋１.４ｐｔ以上

＋２８７億円以上

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・2016年3月期 主要指標の見通し��・売上高： 2兆4,000億円、前年比 +7.2％増収　→為替除く：+5.7%
・営業利益： 1,400億円、前年比 +20.9％増益
・営業利益率： 5.8％　前年比 +0.6pt
・EPS： 114.50円、前年比 +21.0％増益
　後述する施策の展開により、増収・増益を狙う�
・ROE：　8％以上�　事業利益率改善が最重要　（→次ページで営業増益要因を説明）�　同時に資産効率向上も進める�　（社内でROICライクの事業収益率管理を開始、資産見直しなどの実施）�
・FCEL（ﾘｰｽ資産を除いたﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ）： 800億円以上�　利益拡大、棚卸資産など運転資本の改善、為替差額の減少などにより�　前年よりキャッシュフローを創出��・通期配当金： 35円/株（上期：17.5円、期末17.5円）の予定�　キャッシュ創出見込みを踏まえて増配予定
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２０１６年３月期 営業利益見通し：前年比増減

1,157
1,400

売上 営業利益

USドル 60 8
ユーロ 38 14

（単位：億円）
FY15/03 FY16/03
実績 見通し 前年差

USドル 109.89 120.00 +10.11
ユーロ 138.85 125.00 - 13.85

（単位：円）

（参考）為替影響度

1円の変動による
年間影響額

（参考）為替の前提

+268
- 40

+100

（単位：億円）

+243
+25

-110

売上総利益項目

FY16/03
営業利益

製品原価
低減

（利益増）

研究
開発費増
（利益減）

為替影響
ネット

（利益減）

その他
経費

（利益増）

販売管理費項目

販売増・
MIX改善
（利益増）

FY15/03
営業利益

IFRS IFRS

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・見通し営業利益における前年比較の内容
・販売要因：　+268億円
　①基盤事業数量増による増益分： +100億円�　　－新ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑのｶﾗｰ/ﾓﾉｸﾛMFPの全世界での拡販�　　－新興国での事業拡大�　　－PP新製品拡販による拡大　　など
　②ノンハード増加による増益分： +100億円�　　－通期で+1%程度の前年比増収で計画�　　－新ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ機増加による収益改善効果も織り込む
　③他の事業収益改善分： +68億円�　　－サービス事業の拡大�　　－インダストリ事業拡大�　　－他、事業の収益改善（デジカメ、etc）　　など
・製造原価低減：　+100億円�　　新ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ機による原価低減効果
・研究開発費： ▲40億円 　→製品強化、新規事業製品開発
・その他経費： +25億円�　　新興国・サービス体制強化などで増加
・為替影響： ▲110億円�　　ドル：120円（前年度：109.89円）、ユーロ：125円（前年度：138.85円）の前提
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２０１６年３月期 主要施策

オフィス事業

新規事業

全社

・資産効率の向上（資産見直し、資本政策検討など）

・持続的な構造改革の展開と加速

・ＭＦＰ拡販によるアフター収益の最大化

・特定市場にフォーカスしたサービス事業の拡大

・最強ラインアップによるＰＰ事業の収益拡大

・インダストリ事業の拡大

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・前ページの営業増益を達成するための主要施策（概要）
・オフィス事業
　－MFP拡販によるアフター収益の最大化�　　　　ｶﾗｰ、ﾓﾉｸﾛ共に新プラットフォームへの移行が完了。�　　　　製品供給（品質、出荷遅れ）は昨年後半から正常化。�　　　　高い競争力と収益性により、MIF拡大によるアフター収益を最大化。�　　　　先進国はﾄｰﾀﾙｿﾘｭｰｼｮﾝで差別化し、競争に勝って伸ばす。�　　　　新興国では市場にあわせた製品の投入で事業を拡大する。
　－特定市場にフォーカスしたサービス事業の拡大�　　　　ヘルスケア市場、教育市場などにフォーカスして事業を拡大�　　　　地域ごとの強みを活かして浸透し、成功事例はグローバルで水平展開
・新規事業
　－最強ラインアップによるＰＰ事業の収益拡大�　　　　製品が揃い、これまでの開発投資がいよいよ本格的な刈り取りに入る
　－インダストリ事業のＦＡ、車載、セキュリティ市場での拡大
・全社
　－持続的な構造改革の展開と加速（横軸での展開）�　　　CRGPの深化（基盤事業強化、新規事業拡大、本社・全社経営ｼｽﾃﾑ改革）
　－資産効率の向上（資産見直し、資本政策検討など）�　　　資産見直し含め、あらゆる改革の手を打っていく



(C)2015 Ricoh Company, Ltd. All Rights Reserved 11April 28, 2015

最近の新製品、サービス、ｅｔｃ

インダストリ

・リコーミドルイースト開設
・ＰＴＩ買収
・インターコネクト資本参加

３Ｄプリンタによる
製造サービス開始

事業の強化・拡大

MP3554

モノクロＭＦＰ カラープロダクションプリンタ

Pro C9110

ステレオカメラ
SV-M-S1

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・業績貢献が期待できる最近の新製品や事業強化の取り組みの紹介
・ﾓﾉｸﾛMFP「RICOH MP3554」�　　ﾓﾉｸﾛ25ppm～60ppmまで5機種が1ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ化された�　　前年度に日本で3Qから、海外は4Qから発売　→今期は年間を通じて拡販
・プロダクションプリンタ「RICOH Pro C9110」�　　ｶﾗｰ130ppmの高速プロダクションプリンタ （リコー従来機は90ppm）�　　商用印刷用途への拡大も狙う
・インダストリ　「ステレオカメラ」�　　製造用ロボットの目などに活用できるステレオカメラ�　　高精度で素早く連続した立体物の計測が可能なので、工程の作業効率を向上
・3Dプリンタによる製造サービス開始�　　ストラタシス、アルテック（ストラタシス日本代理店）との協業�　　「RICOH Rapid Fab 厚木」にて、特殊な材料の部品や小ロット生産などに対応
・事業の強化・拡大
　リコーミドルイースト開設：�　　　ドバイに拠点を開設、中近東・北アフリカ向けの販売を拡大
　ＰＴＩ（米国）買収：　　＜PP事業＞�　　　ｺﾝﾃﾝﾂなどのﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ資産管理やWeb to Printなどﾜｰｸﾌﾛｰ改善ｿﾘｭｰｼｮﾝを提供　　　
　インターコネクト（日本）資本参加：　　＜PP事業＞�　　　販促策立案から販促物の制作までのﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｾｽをﾜﾝｽﾄｯﾌﾟで支援
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配当金＆ＲＯＥ推移

13.0
16.0 18.0 16.5 16.5 16.5

12.5
16.5 17.0 17.5

15.0

17.0 15.0 16.5 16.5

8.5 16.5

16.5 17.0 17.5

28.0

33.0 33.0 33.0 33.0
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参考：ファイナンス事業を除外した試算財務情報

当情報は参考情報であり、一部項目に概算による情報が含まれます。 なお、フリーキャッシュフローは、為替
差額*による影響分219億円を除外して表記しております。

*為替差額：海外子会社向け資金の調達時と返済時のレート差による現金支出

＊ファイナンス事業：国内、海外で展開するファイナンス事業

①損益計算書 （単位：億円）

連結 製品・ｻｰﾋﾞｽ事業 ﾌｧｲﾅﾝｽ事業

売上高 22,319 21,802 1,329 
営業利益 1,157 881 276 

②財政状態計算書

連結 製品・ｻｰﾋﾞｽ事業 ﾌｧｲﾅﾝｽ事業

資産 27,302 19,102 10,438 
ﾌｧｲﾅﾝｽ事業債権 8,576 - 8,576 

負債 15,758 9,173 8,824 
有利子負債 7,905 1,706 7,924 

資本 11,543 9,929 1,614 

ネット有利子負債 6,519 △1,308 7,918 

③キャッシュフロー計算書

連結 製品・ｻｰﾋﾞｽ事業 ﾌｧｲﾅﾝｽ事業

フリーキャッシュフロー △190 513 △703 

<経営指標>

連結 製品・ｻｰﾋﾞｽ事業

総資本税引前利益率（ROA) 4.2% 4.5%
親会社所有者帰属持分当期利益率(ROE) 6.5% 5.6%
親会社所有者帰属持分比率 39.7% 51.9%
有利子負債比率(DEレシオ） 72.9% 17.2%
総資産回転率 0.82 1.14



http://jp.ricoh.com/IR/
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